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海外情報

豪州における農業労働力確保の取り組み
～産業界と農業教育の連携～

調査情報部

１　はじめに

豪州の農業分野における労働力の課題は、

園芸分野を中心とした労働力需要の季節的変

動への対応が、主要な論点として位置付けら

れてきた。こうした課題に対応するため、収

穫時期の人手不足の解消を目的として、太平

洋島しょ国（注１）を中心とした外国人労働者の

受け入れプログラムやワーキングホリデー制

度が整備されてきた。しかし、2020年の新

型コロナウイルス感染症（COVID-19）の拡

大を契機として、安価な海外労働力への過度

な依存に対する問題意識が高まったことを受

け、豪州の農業労働力政策は、国内人材の確

保に重点を置く方向へと転換しつつある。農

業教育・職業訓練・産業連携を通じた持続的

な人材供給モデルの構築を目指し、現在では、

新たな新規就農支援策に対する効果検証や、

産業界と農業教育の連携強化に向けた議論が

進められている。

本稿では、農業界全体の労働力確保の取り

組みについて、政府や業界団体、教育現場の

視点から整理するとともに、将来的な労働力

確保の見通しおよび農業生産への影響につい

て考察する。なお、本稿中特に断りのない限

り、豪州の年度は７月～翌６月、為替レート

は１豪ドル＝ 113.56円（注２）を使用した。

（注１）一般的にはフィジー、キリバス、ナウル、パプアニュー
ギニア、サモア、ソロモン諸島、トンガ、ツバルおよびバヌアツ
の９カ国を指す。

（注２）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「月末・
月中平均の為替相場」の2026年６月末TTS相場。

【要約】

　豪州の農業分野では、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機として、安価な外国人労働
力への依存から国内人材の確保に重点を置く方向に転換しつつある。持続的人材供給モデル
の構築を目指した政府の新規就農支援策や産業界と農業教育の連携強化などの取り組みが、
将来の農畜産物生産を担う人材確保にどのように寄与するのか注目が集まっている。
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また、農林水産業事業体数の推移を見ても、

06/07年度以降は廃業数が新規参入数を上

回る傾向が続き、24/25年度時点で17万

2354社と過去最低水準となっている（図

２）。

これらの変化は、農業の効率化・省力化の

進展に伴う経営形態の変化と捉えることもで

きる。実際に酪農経営は大規模化が進み、１

戸当たりの飼養頭数が増加傾向で推移して

いることが報告されている（注４）。一方、農業

全体の従業員規模別の事業体数の推移を見る

と、必ずしも規模の大きい事業体は増えては

おらず、24/25年度は約４分の３が従業員

のいない事業体となっている（図３）。

（注４）詳細は『畜産の情報』2026年３月号「豪州の酪農・乳
業の変遷と業界の適応戦略：生産性向上の道筋」（https://
www.alic.go.jp/joho-c/joho05_004109.html）をご参照く
ださい。

２　農業労働力の実態と政府の対応

（１）労働力不足の構造と実態

豪州の農業労働力をめぐる課題は、単純な

人材供給不足だけではなく、労働人口の偏在

や担い手の高齢化、求められる高度技能への

対応、さらに労働需要の季節的変動といった

複合的な要因から構成されている。そのため、

課題の実態を把握するには、各要因を区別し

て整理する必要がある。

最初に国内農業従事者数の推移を見ると、

2000年をピークに減少傾向で推移してお

り、26年２月時点では24万5900人（00年

比36.1％減）と推定されている。このうち、

穀物や肉用牛など広域土地利用型農業（注３）の

従事者が最も多い一方で、酪農および果実・

ナッツ類の従事者は減少幅が特に大きくなっ

ている（図１）。

（注３）広い土地を使って行う大規模で粗放的な農業。小麦栽培
や羊・肉用牛の放牧が代表的な広域土地利用型農業とされている。
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図１　部門別農業従事者数の長期推移

資料：Australia Bureau of Statistics （ABS）「Labour Force, Australia」を基に筆者作成
注１：暦年のデータ。各年２月時点の数値。
注２：雇用労働者だけでなく、経営者、家族労働者も含まれる。
注３：�「羊・肉用牛・穀物」とは、豪州で一般的に見られる広域土地利用型農業を指し、複合経営も

多く見られる。
注４：「分類不可」とは、カテゴリの細分化に必要な情報が不足しているサンプルを指す。

https://www.alic.go.jp/joho-c/joho05_004109.html
https://www.alic.go.jp/joho-c/joho05_004109.html
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大規模化の進展は部門によって濃淡がある

と考えられるが、農畜産物の生産量の推移を

見ると、品目間のトレードオフがあるものの、

全体の生産量が縮小する局面には至っていな

い（表１）。このことからも、労働力の減少は、

大規模化によらない生産性の向上により、一

定程度補完されているものと考えられる。
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図２　農林水産業事業体数・新規参入数・廃業数の推移

資料：�ABS「Count of Australian Businesses, including Entries and Exits」を基に筆者作成
注１：年度のデータ。各年６月末時点の数値。
注２：農業に加え、林業、漁業の事業者が含まれる。
注３：�本調査の対象は、Australian Business Numberを保有かつ一定の商取引を行っている事業体。
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図３　従業員規模別の農業事業体数の変化（過去20年間）

資料：�ABS「Count of Australian Businesses, including Entries 
and Exits」を基に筆者作成

　注：年度のデータ。各年６月末時点の数値。

品目 1995/96
年度

2000/01
年度

05/06
年度

10/11
年度

15/16
年度

20/21
年度

25/26
年度 1995/96

年度比
穀物・油糧種子・豆類（千トン） 31,423 39,947 45,575 46,118 41,065 60,299 73,217 133.0％
主な野菜類（千トン） 1,377 2,080 1,922 1,761 1,800 1,900 2,196 59.5％
主な果物類（千トン） 923 1,334 971 794 1,061 1,066 1,276 38.2％
工芸作物（千トン） 41,910 34,489 44,569 31,124 41,540 38,104 35,085 ▲16.3％
生体家畜輸出（千頭） 6,556 6,981 4,873 3,790 3,199 1,531 846 ▲87.1％
食肉類（千トン） 3,182 3,868 3,927 4,071 4,698 4,372 5,955 87.2％
生乳（万トン） 898 1,086 1,039 946 997 912 847 ▲5.7％
卵（百万ダース） 174 203 250 282 329 401 365 109.5％
羊毛（千トン） 699 657 509 417 416 366 400 ▲42.7％

表１　豪州における農畜産業の主要部門の生産量等の推移

資料：豪州農業資源経済科学局（ABARES）「Agricultural Commodities Report」を基に筆者作成
注１：年度の数値（７月～翌６月）、2025/26年度は予測値。
注２：�穀物・油糧種子・豆類は小麦、大麦、オーツ麦、ライ麦、ソルガム、トウモロコシ、米、菜種、綿実、大豆、ひまわり、その他油糧

種子、ひよこ豆、レンズ豆、ルピナス豆、その他豆類の合計。
注３：主な野菜類はたまねぎ、にんじん、ばれいしょ、トマトの合計。主な果実類はりんご、バナナ、オレンジの合計。
注４：工芸作物は綿花、サトウキビ、ワイン用ブドウの合計。生体家畜輸出は牛、羊、山羊の合計。
注５：食肉類は牛肉、羊肉、山羊肉、豚肉、家きん肉の合計で、全て枝肉重量。
注６：生乳のデータは係数1.03でキロリットルをトン表記に変換している。
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続いて、農業経営構造および部門別動向に

ついて整理する。豪州の第一次産業を代表す

る業界団体である全国農民連盟（NFF）は、

同国の農業経営体の99％以上が国内資本で

あり、その大半が家族経営（注５）であるとの見

解を示している。家族経営にはさまざまな形

態が存在するが、肉用牛経営では、家族労働

者のみで事業運営する伝統的な経営体が依然

として多く見られる一方、酪農や野菜経営で

は、大規模化に伴う雇用労働者の増加が見ら

れる（図４）。

（注５）豪州における家族経営とは、土地や家畜を家族が所有し、
経営の意思決定も家族が担う事業体を指し、法人格の有無によっ
て区別されていない。そのため、会社形態であっても、上記を満
たしていれば家族経営と見なされる。

この傾向は、各農業部門をシステム別に整

理するとより明確になる。広域土地利用型は、

農業従事者の約25％を家族労働者が占め、

会社形態でも従業員を雇用しない経営体が一

定数存在することから、後継者確保や円滑な

事業継承が労働力の課題の論点となりやす

い。一方、労働・資本集約型は、労働力の約

７割が雇用労働者で構成されることから、雇

用人材の安定確保が論点の中心となる（図

５）。
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図４　部門別の農業従事者数の内訳の変化（2006→2021）

資料：ABS「Census of Population and Housing」を基に筆者作成
注１：肉用牛には穀物との複合経営、フィードロット経営は含まれない。
注２：養鶏には採卵鶏経営、肉用鶏経営、その他家きん経営が含まれる。
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また、担い手の高齢化は広域土地利用型農

業、特に肉用牛経営で顕著に見られ、経営者

の年齢中央値は61歳と、各農業部門の中で

最も高い（図６）。これは、土地や家畜など

の資産価値の高さによる参入障壁に加え、多

くの経営者が一般的に退職する年齢（60歳）

を超えて就業を継続していることが一因とさ

れている。

これに対して、労働・資本集約型の園芸部

門は、収穫時期の外国人労働者と国内の季節

労働者への依存が課題となっている。豪州

農業資源経済科学局（ABARES）の調査に

よると、21/22年度時点で園芸部門労働者

のうち約２割が外国人労働者と推定されて
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図５　システム別の農業従事者数の内訳と従業員の有無

資料：ABS「Census of Population and Housing」を基に筆者作成
注１：2021年のデータ。
注２：広域土地利用型農業には穀物、肉用牛、羊、サトウキビ、それらの複合経営などが含まれる。
注３：�労働・資本集約型農業にはフィードロット、酪農、養豚、養鶏、野菜、果実・ナッツ経営などが

含まれる。
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　注：2021年のデータ。
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おり、20年のCOVID-19拡大時には、外国

人労働者の渡航が制限されたことで、人材供

給の脆弱性が浮き彫りとなった（注６）。政府は

COVID-19の影響で生じた労働力不足を補う

ための特例ビザであるパンデミックビザの運

用や太平洋豪州労働力移動計画（PALM）（注７）

の改善により対応を進めたが、依然として構

造的な課題とされている。

（注６）詳細は『野菜情報』2023年12月号「豪州およびニュージー
ランドの労働力不足への対応 ～コロナ禍における園芸部門での
対策を中心に～」（https://vegetable.alic.go.jp/yasaijoho/
kaigaijoho/2312_kaigaijoho1.html）をご参照ください。

（注７）太平洋島しょ国９カ国および東ティモールからODAの一環
として、労働者を雇用するための豪州連邦政府が管理するスキーム。

これらの背景を踏まえ、農業分野の総雇用

機会数（雇用数＋求人数）に対する欠員率の

推移を見ると、季節的変動は見られるものの、

全産業と比較して人材不足が悪化している状

況にはないと考えられる（図７）。

一方、地域的な偏在や特定技能に対する不

足が生じている可能性はある。チャールズ・

スタート大学（注８）の試算によると、農業サー

ビスなどの関連業種を含めた農業労働市場で

は、21年時点で農業関連の学位取得者１人

に対する求人数が６件で、特にアグリビジネ

ス系の分野で供給が需要に追い付いていない

と分析している（図８）。

（注８）豪州ニューサウスウェールズ（NSW）州に所在する公立
大学。大規模な実習農場を保有し、評価の高い農学分野の教育コー
スを提供するなど、農業分野の教育・人材供給において主要な役
割を担う大学の一つとされている。

また、ジョブズ＆スキルズ・オーストラリ

ア（JSA：Jobs and Skills Australia）（注９）

が公表する「人材不足職種リスト」によると、

0.0

0.4

0.8

1.2

1.6

2.0

2.4

2.8

3.2

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1995-Q1 99-Q1 2003-Q1 07-Q1 11-Q1 15-Q1 19-Q1 23-Q1 26-Q1

（千件）

（四半期）

全産業：欠員率（右軸）

農業：欠員率（右軸）

農業：求人数（左軸）

（%）

図７　農業分野の求人数と欠員率の推移

資料：ABS「Labour Account Australia」を基に筆者作成
注１：四半期ごとのデータ。便宜的に第１四半期と第３四半期のみ抽出して示している。
注２：�欠員率とは、総雇用機会数（雇用数＋求人数）のうち求人数が占める割合。人手不足を示す指標。
注３：2008年第３四半期から2009年第３四半期まではデータが欠損している。
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図８　豪州の農業労働市場における需要と供給（2021年）

資料：�Charles Sturt University「The workforce challenge in 
agribusiness in Australia」などを基に筆者作成

https://vegetable.alic.go.jp/yasaijoho/kaigaijoho/2312_kaigaijoho1.html
https://vegetable.alic.go.jp/yasaijoho/kaigaijoho/2312_kaigaijoho1.html
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25年時点で各部門の農場経営者は同リスト

に掲載されていないが、農業コンサルタント

や農業機械オペレーターといった特定の技能

が必要な関連サービス業は、全国的に人材が

不足していると評価されている（表２）。

（注９）豪州連邦政府の独立機関であり、労働市場の需給状況や
将来のスキルニーズを調査・分析し、雇用・教育訓練政策の立案
を支援する役割を担っている。

まとめると、１）広域土地利用型農業にお

ける後継者育成および円滑な事業承継、２）

労働・資本集約型農業における外国人労働者

を含む雇用人材の安定確保、３）農業を支え

る高度技能人材の不足－が豪州の農業労働力

の課題と考えられる。次節では、これらの課

題に対する政府の対応について整理する。

（２）豪州政府の労働力確保に向けた取
り組み

現在展開されている農業労働力政策の出発

点は、2020年12月に国家農業労働諮問委

員会が発表した提言文書「国家農業労働力戦

略～卓越性の追求～」が基となっている。同

委員会の37の提言を踏まえ、豪州農林水産省

（DAFF）は、21年12月に政府応答文書を発

表し、その中で21世紀の農業人材の確保に

向け、農業を近代化された魅力ある産業とし

て認知させていくことや、研修・教育部門と

の連携強化による高度人材の育成を進めてい

くことなど、今後取るべき対応を取りまとめ

ている（図９）。

職種 人手不足の状況 職種の内容
農業・園芸用
機械オペレーター

地域的に不足 農業・園芸用機械を操作し、土地の開墾や耕作に加え、
作物の播種や施肥、散布、収穫を行う。

農業・アグリテック技術者

全国的に不足

生産者への先進的な農業技術や機器の導入・保守に関するアドバイスや、
科学者などを支援するための技術的サポートを提供する。

農業コンサルタント
生産者や農業関連企業、政府に対して、
農畜産物の生産・加工・流通に関する助言を行う。

農業関連エンジニア
農地、建物、機械、設備の利用および開発に関連するエンジニアリング
業務を行う。

農業研究者
農業および関連産業の生産性を向上させるため、
商業用の植物、動物および関連技術について、研究・調査を行う。

獣医師 動物の疾病および怪我の診断、治療、予防を行う。

表２　農業関連職種の人材不足職種リストへの掲載状況

資料：Jobs and Skills Australia （JSA）「2025 Occupational Shortage list」を基に筆者作成
　注：2025年時点のデータ。農業関連職種で人手不足と評価されている職種のみ抽出している。

農業労働力の確保と定着、
多様化に向けた支援

移民労働者が労働力不足の
解消に引き続き重要な役割を
果たすという認識の統一

農業キャリアや季節労働の
機会に関する認識の向上

農業労働力の確保 農業人材の高度化 既存人材の活用

労働者が公正かつ倫理的な
環境で勤労できる仕組みの整備

労働力計画、マネジメントの
改善および労働者の
能力向上の機会の奨励

研修・教育部門と連携した
現代農業に必要なスキル、
知識、能力習得の機会の提供

職業教育訓練（VET）の
定期的な見直しによる新たな
スキル需要への対応

イノベーションの導入による業界の競
争力と生産性の向上

これらの取り組み
の下支えとして

農業労働力の需給動
向把握のためのデータ
収集方法と
予測モデルの改善

業界およびサプライ
チェーン間の連携に
よるガバナンスの統一

業界および各セクターに
よる主要分野の取り組
みの主導

図９　豪州連邦政府の農業労働力政策の方向性

資料：�豪州農林水産省（DAFF）「The Australian Government Response to the National 
Agricultural Workforce Strategy」などを基に筆者作成

　注：�職業教育訓練（VET）とは、豪州における職業訓練システム（訓練機関や登録制度、資格
など）を指す。
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そして、21/22年度連邦予算案の中で、

農業労働力確保に関連する大型の新規予算

パッケージとして、24/25年度までの４年

間で2980万豪ドル（33億8409万円）が措

置された。その後、同予算群は予算額の増減

や期間の延長、新規支援策の追加などにより

変化しているものの、これらの取り組みは現

在の農業労働力政策の柱となっている（表

３）。

その中でも、新たな国内人材の就業支援プ

ログラムであるアグキャリアスタート（以下

「AgC」という）は、象徴的な取り組みとし

て位置付けられている。AgCは、18 ～ 25

歳の若年層を対象に、約１年間の農場就業体

験を提供し、農業・アグリビジネス分野への

就業促進を図るプログラムとなっている。参

加者は受入事業者の従業員として雇用され、

賃金は受入事業者が負担する仕組みであり、

政府資金は直接充当されない。同資金は、参

加者および受入事業者の募集やマッチング活

動に充てられる他、参加者向けの給付型奨学

金として支給されている。参加者は、奨学金

により地方移住の負担軽減や、業界イベント

や研修への参加費用の抑制が可能となってい

る。同プログラムの実施主体であるNFFは、

25年６月にAgCの事業成果および費用対効

果に関する報告書を発表し、22 ～ 24年の

間の参加者178人のうち、90％以上が事業

終了後に農業分野での就業もしくは進学を選

択したとのことである。また、費用便益比（注10）

は3.82という極めて高い水準であるとし、

同プログラムへの継続支援と業界団体に対し

てさらなる投資を呼びかけている（図10）。

（注10）ある事業や政策に対して、どれだけの利益（便益）がどれ
だけの費用に対して得られるかを示す指標。１以上であれば、便
益が費用を上回るため、事業や政策は社会的に妥当と判断される。

主な施策 施策の内容 実施期間 予算総額

AgUpプログラム
（アグアップ）

技能向上やキャリアパスの拡充を目指す業界の取り組みに対し
て共同資金を提供する枠組み

４年間
（2021/22 ～ 24/25）

211万９千豪ドル
（２億4063万円）

AgCAREERSTART
（アグキャリアスタート）

18 ～ 25歳の若者のギャップイヤーを利用した農業分野のキャ
リアスタートを支援する体系的な就業プログラムを支援

５年間
（21/22 ～ 25/26）

559万２千豪ドル
（６億3503万円）

FairFarmsプログラム
（フェアファームズ）

良好な労働環境を保証する業界主導の認証制度「Fair Farms」
の運営や研修の実施を支援

８年間
（21/22 ～ 28/29）

400万豪ドル
（４億5424万円）

農業に関する地域社会の
認識、確保・定着調査

農業に対する地域社会の認識、および農業部門の労働者の誘致・
定着に関する研究調査の実施を支援

１年間
（21/22のみ）

130万豪ドル
（１億4763万円）

農業雇用主の労働力
管理スキルの開発支援

農業雇用主が現代的な労働力管理および計画策定のスキルを導
入するためのリソース開発を支援

２年間
（21/22 ～ 22/23）

98万６千豪ドル
（１億1197万円）

農業労働力データの
収集・分析・予測の改善

農業労働力データの収集・分析・予測を改善し、農業関連職種
の最新動向を把握するための取り組みを支援

４年間
（21/22 ～ 24/25）

850万豪ドル
（９億6526万円）

基金を通じた国家農場安全
週間の開催支援

農業分野における労働災害の発生防止を目的としたキャンペー
ン「国家農場安全週間」の開催を支援

９年間
（19/20 ～ 27/28）

704万１千豪ドル
（７億9958万円）

AgConnections
（アグコネクションズ）

大学を対象に、高度技能を持つ農業分野の人材育成を目的とし
た業界との連携プログラムの策定を支援

２年間
（24/25 ～ 25/26）

99万８千豪ドル
（１億1333万円）

表３　近年の主な農業労働力確保支援策の概要

資料：DAFF「Portfolio Budget Statements」などを基に筆者作成
　注：予算総額は2024/25年度までは実績ベース、それ以降は予測ベースの数値を足し上げたもの。
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結果として、26年５月に発表された26/27

年度連邦予算案（注11）では、AgC向けの予算は

措置されておらず、同プログラムへの支援は終

了した。当初から、DAFFはAgCをパイロット

プログラムと位置付けており、公的支援に依存

しない形での自立的な継続を求めていた。こう

した状況の中、NFFは持続的な事業運営体制

の構築を目指し、共同で投資を行うパートナー

を募集しており、その実現可能性や制度的な

定着の行方を含め、今後の展開に注目が集まっ

ている。次章では、産業界と農業教育の連携

による新たな取り組みについて報告する。
（注11）詳細は海外情報「豪連邦政府、次年度予算案は燃料・肥
料安全保障の強化に注力（豪州）」（https://www.alic.go.jp/
chosa-c/joho01_004358.html）をご参照ください。

（１）農業研究開発公社（RDCs）の教
育への関与

豪州には、業界発展に向けた各種取り組み

に活用する課徴金制度があり、同制度を通じ

て徴収された課徴金の割り当てを受け、研究

開発やマーケティング活動を実施する主体が

農業研究開発公社（RDCs）である（注12）。多

くのRDCsが特定の部門ごとにあり、それぞ

れの産業部門の生産性向上や課題解決に資す

る研究開発などを実施するのに対し、RDCs

の一つであるアグリフューチャーズ・オース

トラリア（AFA）は、農村産業に共通する

横断的課題への対応や新興産業育成を主導

している点に特徴がある。こうした役割を背

景に、AFAは重点分野の一つに農業人材育成

を位置付けており、政府の支援と並んで課題

解決に重要な役割を担っている。2021/22

年度以降、同分野への資金支出は拡大してお

り、業界パートナーと連携した農学部生向け

奨学金制度の運用や、生産者向けの多様な能

力開発プログラムの提供、教育者を対象とし

た農業キャリアに関する調査の実施など、幅

広い取り組みが展開されている（図11）。

（注12）詳細は『畜産の情報』2024年３月号「豪州の畜産農家
における経営収支実態と所得向上の取り組み」（https://www.
alic.go.jp/joho-c/joho05_003137.html）をご参照ください。

３　産業界と農業教育の連携
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90％事業終了後、農業分野に就
職もしくは進学した割合

都市部

地方 44％56％

81％事業終了後、若年層の
雇用に前向きになった割合

参加者

受入事業者

プログラムの費用1豪ドルにつき3.82豪ドルの便益
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図10　AgCAREERSTARTの成果と費用便益

資料：agdots「An Evaluation of the AgCAREERSTART Pilot Program」を基に筆者作成
注１：「事業終了後、農業分野に就職もしくは進学した割合」は、２期、３期を母集団とした推定値。
注２：「事業終了後、若年層の雇用に前向きになった割合」は、１期、２期を母集団とした推定値。
注３：「参加者の出身地別の割合」は、１期、２期、３期の採択された参加者の割合。
注４：「受入事業者の部門別割合」は、１期、２期、３期の採択された受入事業者の割合。

https://www.alic.go.jp/chosa-c/joho01_004358.html
https://www.alic.go.jp/chosa-c/joho01_004358.html
https://www.alic.go.jp/joho-c/joho05_003137.html
https://www.alic.go.jp/joho-c/joho05_003137.html
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また、AFAは25年11月、すべてのRDCs

と連携し、「学校教育における食料・繊維分

野に関する国家戦略」を公表した。同戦略は、

初等・中等教育をターゲットとして、現代の

食料・繊維生産に関する理解醸成と必要な能

力の育成を図るとともに、多様な農業キャリ

アの機会を明確に伝えることを目的としてい

る（図12）。

同戦略の背景には、生産と消費のつながり

の希薄化による知識格差拡大に対する危機感

がある。セントラルクイーンズランド大学（注13）

が22年に全国の４～ 10年生（日本における

小学校４年生～高校１年生）約5000人を対

象に行った調査によると、約８割の生徒が、

酪農業界では搾乳機の他に手搾りでも搾乳が

行われていると回答している。また、生産者

以外の農業職種に関する認知が顕著に低いこ

とが明らかとなっている。経済発展に伴い生

活圏が移行し、現在では人口の約４分の３が

都市部に居住する豪州にとって、教育現場で

の農業に対する正しい知識の普及は、農業労

働力の課題解決のみならず、農業の社会的
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●農業現場における人材の多様性の拡大に向けた取り組み
●農業分野における優れた人材管理手法の開発
●農業人材の誘致・定着に関する調査研究

図11　AFAの人材育成向けの資金支出の推移と主要な取り組み

資料：�AgriFutures Australia （AFA）「AgriFutures Australia Annual Report」を基に筆者作成
注１：年度のデータ。
注２：�農村部女性アクセラレーション助成金プログラムとは、農村産業にプラスの影響を与

えるアイディアやビジョンを持つ女性に対して、助成金を支給するプログラム。
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プロジェクト、教育カリキュラムの見直し

現代の食料・繊維生産に
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図12　学校教育における食料・繊維分野に関する国家戦略の概要

資料：AFA「National Schools Food and Fibre Education Strategy」を基に筆者作成
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受容性の向上や消費者理解の観点からも重要

となっている。

（注13）豪州クイーンズランド（QLD）州に所在する公立大学。
農業界で必要とされるアグリテックやデジタルスキルの学習機会
を重視した教育コースを提供するなど、次世代の農業人材の育成
を担う大学の一つ。

従前から、豪州食肉家畜生産者事業団

（MLA）のAustralian Good Meat Education

ウェブサイトなど、RDCsは各業界の学習コ

ンテンツを独自に開発・提供してきた。こう

し た 取 り 組 み が 発 展 し、08年 に 政 府 と

RDCs、教育業界の協働で設立されたのが豪

州 一 次 産 業 教 育 財 団（PIEFA） で あ る。

PIEFAは、RDCsを中心とした業界パート

ナーからの支援を受け、豪州カリキュラム評

価報告機構（ACARA）（注14）と連携しながら、

教育カリキュラムに沿った農林水産業の学習

コンテンツの開発・提供などを行っている（図

13）。

（注14）すべての学校で共通の学習成果の達成を目指すため、全
国統一のナショナル・カリキュラムの開発や教育成果の全国評価
プログラムを行っている独立法定機関。

（２）豪州の教育システムにおける農業
の位置付け

豪州の教育分野は、連邦政府の教育省が資

金援助などを行っているが、憲法上、主に州

および準州が管轄している。日本の初等・中

等教育制度が６－３－３制（注15）であるのに

対し、豪州では州・準州によって多少異なる

が、就学前準備年を含めた初等（就学前、

１～６年生）および中等（７～ 12年生）に

分かれる。ACARAが策定しているナショナ

ル・カリキュラムによると、一次産業に関す

る項目「食料・繊維」は、前期中等教育の９

～ 10年生の選択科目として位置付けられて

いる（図14）。

（注15）小学校６年、中学校３年、高等学校３年を基本とする教
育制度。

①『プライムゾーン』
対象：主に教員・家庭
役割：学校の授業⽤教材の無料提供
▸豪州の教育カリキュラムに準拠
▸教材数は600点以上（ワークシート、動画、クイズなど）
▸年間のページビュー数は約11万件

②『プライムゾーンアカデミー』
対象：主に⽣徒
役割：eラーニング学習の無料提供
▸プライムゾーンの教材を発展させた学習コースを提供
▸2026年6⽉時点で約45種類の講座を公開
▸約2000⼈の学⽣が登録

④『バーチャルクラスルーム』
対象：主に⽣徒・⽣産者
役割：⽣産現場のバーチャル体験

③『キャリアハーベスト』
対象：主に⽣徒
役割：農林⽔産・⾷品分野のキャリア探索
▸農林⽔産・⾷品分野のキャリア情報ポータル
▸奨学⾦・政府の助成プログラム・雇⽤情報なども掲載
▸年間のページビュー数は約9万5千件

▸⽣産者と教育現場をつなぐマッチングサイト
▸教員は⽣産現場のオンライン訪問を申し込み可能
▸録画済みの農場訪問ビデオも閲覧可能

この他、会員向けのニュースレターの配信や対⾯およびオンラインイベント、
教員向けの研修、SNSでのマーケティング活動などを実施

図13　豪州一次産業教育財団（PIEFA）の主な取り組み

資料：Primary Industries Education Foundation Australia（PIEFA）のウェブサイト情報などを基に筆者作成
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業界関係者からの聞き取りによると、農業

関連科目を選択可能な中等学校は、全体の１

割弱となる約400校程度と推測される。こ

れらの学校で農業関連科目を履修した生徒が

大学で農業分野を専攻し、将来の担い手とな

る可能性は高い。しかし、人材供給の観点か

らは、職業訓練機関の修了者による貢献が最

も大きくなっている（図15）。

一方、農業労働力の課題の一つとして、高

度技能者および関連職種の不足が指摘されて

いることから、農業分野を専攻できる大学への

進学者を増やす取り組みも重要である。この

点を踏まえれば、初等・中等教育段階への介

入は合理的と考えられるが、効果的手法に関

する知見の蓄積が求められている。次章では、

将来の労働力確保の見通しについて報告する。

年齢
25-26
24-25
23-24
22-23
21-22 大学4年
20-21 大学3年
19-20 大学2年
18-19 大学1年

17-18 12年生
16-17 11年生
15-16 10年生
14-15 9年生
13-14 8年生
12-13 7年生
11-12 6年生
10-11 5年生
9-10 4年生
8-9 3年生
7-8 2年生
6-7 1年生
5-6
4-5
3-4
2-3
1-2
0-1

就学前教育

就学前準備課程

初等教育機関
（初等学校）

後期中等教育機関（中等学校）

豪州資格枠組みに基づく資格認定（レベル別）

「食料・繊維」の選択科目

学習領域全般で一次産業を
学ぶ機会有り（特に

「デザイン・テクノロジー分野」）

後期中等教育修了証

前期中等教育機関
（中等学校）

大学

大学院

職業訓練機関

図14　豪州の教育システム図と農業分野の教育機会

資料：Department of Education「AUSTRALIA COUNTRY EDUCATION PROFILE」などを基に筆者作成
注１：代表的な豪州の教育システムのフロー図を示しているが、州・準州によって詳細が異なる場合がある。
注２：豪州の義務教育の開始は学年ではなく年齢で決められており、多くの州・準州が６歳と定めている。

初等教育 中等教育 高等教育・職業訓練

初等学校

6,233校

社会人

初等・中等一貫校

中等学校
1,460校

1,441校
●農業関連の
科目はないが、
学習領域全般で
一次産業を学ぶ
機会がある。

農業関連の
科目を提供して
いる中等学校

約400校

登録済み職業訓練機関 4,000以上
公立の訓練機関（TAFE）、民間の専門
訓練機関、資格持ち一般企業、大学など

農業関連の資格取得者 12,525人／年
●農業関連の学位を取得できる大学 16校

●少数の農業専門カレッジ

農業分野の卒業生数 約1,000人／年

農学、農業科学、農業テクノロジー、アグリビジネス

図15　農業人材のサプライチェーンの全体像

資料：�Australian Curriculum, Assesment and Reporting Authority （ACARA） 「School Numbers」、National 
Centre for Vocational Education Research （NCVER）「Total VET students and courses」、
Department of Education「Higher Education Statistics」、Australian Skills Quality Authorityのウェ
ブサイト、STUDY AUSTRALIAのウェブサイト、関係者からの聞き取り情報などを基に筆者作成

注１：学校の数は2025年データ。特別支援学校は含めていない。
注２：農業関連の科目を提供している中等学校の数は、関係者からの聞き取りに基づく推定値。
注３：�農業関連の資格取得者は2024年実績。0501-Agricultureと0503-Horticulture and viticultureの合計値。
注４：�大学の数はウェブサイト「STUDY AUSTRALIA」の専攻コース検索サービスの結果に基づく推定値。
注５：卒業生数は報道情報に基づく推定値。
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コラム　都市部から広がる農業教育の可能性

～シドニー・バーカー校の取り組みの紹介～

　都市部の学生に対し、農業分野への参入を促す教育を行うことは、土地や設備の制約があ
る都市部の学校では難しいとされてきた。こうした状況の中、今回取材を行ったシドニー北
部の都市圏に位置する小中高一貫のバーカー校では、近年、農業教育のカリキュラムを再構
築し、農業科目を選択する生徒数を大きく伸ばした都市型農業教育の成功事例として知られ
ている。今回、同校で農業科主任を務めるスコット・グラハム氏に話を聞いた。

１．バーカー校の農業教育戦略
　同校では、９～ 12年生（日本における中学３年生～高校３年）の生徒は農業を選択科目
として履修することができる。2010年に９～ 12年生の合計で約150人だった農業科目履
修者数は、現在では約380人にまで増加した。この背景には、伝統的な「生産」にひも付く
農業のイメージを、「科学」の一分野として再定義した同校の戦略がある。
　９～ 10年生には、都市生活に関連した実践的な学習（菜園や養蜂など）を重視すること
で農業の魅力を伝え、11～ 12年生には理論的側面の学習を強化し、農業を一つの学術分
野として位置付け、最新テクノロジーを活用した未来の職業だと強調することで、生徒の関
心を高めている。また、校内の動線上や屋内に菜園を配置し、食堂には垂直農業ユニッ
ト（コラム－注１）を設置することで、生徒が毎日農業に触れる環境を整備し、農業をより身近に感
じさせる工夫が施されている（写真１～４）。

（コラム－注１）屋内で光・温度・水分などを制御し、棚を多段に重ねて作物を効率的に生産する立体型の農業システム。

コラム－写真１
バーカー校の正門

コラム－写真３
屋上に設置された実習用の菜園

コラム－写真２
生徒が行き交う校内に設置された菜園

コラム－写真４
食堂に設置された垂直農業ユニット
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２．農業専攻に進む学生の輩出

　NSW州で農業科目が選択可能な学校数は都市部で40～ 50校（都市部の学校の約１割）、
地方で160～ 180校（地方の学校の約４割）と大きな差があり、HSC（コラム－注２）試験で農業
科目を選択する受験者1500人のうち、３分の２は地方の学校出身となっている。その中で、
都市部の学校出身の受験者500人のうち、約２割（92人）が同校の生徒となっており、地
方の学校を含め全国的にも最大規模の農業科目受験者を輩出している。グラハム氏によると、
HSC受験後、農業関連の学位を大学で専攻するのは約20％で、そのうち約55 ～ 60％は
農業科学分野（農学部など）、残りの約40～45％はアグリビジネス分野に進んでいるという。
アグリビジネス専攻といった非農業科学系の農業関連進路の選択割合は近年増加しており、
農業分野における多様な職種に対する認知が広がっているとしている（コラム－図）。

（コラム－注２）HSC（Higher School Certificate）は、NSW州における高校修了資格。12年生（日本の高校３年生）は、課程修
了後にHSCを受験し、11年と12年の成績と試験結果を基に州の教育委員会が算出した偏差値が交付され、大学進学の基準値となる。

３．指導者側の学び・キャリア教育

　こうした教育を支えるためには、指導者側の学びも重要である。グラハム氏は、アグリテッ
クや農業系の業界イベントなどに参加し、最新の農業技術や業界動向をアップデートしてい
るという。これらの知見により、より分かりやすい授業ができるようになるとともに、学生
に適した技術やキャリア分野において自信を持って推薦できるようになるとしている（写真
５、６）。
　農業分野の人材確保を考えるとき、地方に依存するだけではなく、都市部にも目を向ける
必要がある。バーカー校の事例は、都市部の学校を起点に、農業をビジネス、テクノロジー
などと結び付けることで、より多様な人材が農業分野に参入する機会を生み出すことができ
る可能性を示している。

33%

67%

都市部
地方

農業科学専攻
（55～60％）

併せてビジネス／経済
関連の科目を選択

併せて生物学などの
科学関連の科目を選択 55～60％

1,500人

NSW州における
HSC試験の

農業科目の受験者数

農業科目と併せて
何を選択しようかな？

都市部の受験者500人
のうち、バーカー校は92人

（都市部の約２割）

40～45％

そのうち

卒業後、農業関連以
外に進学
80％20％

卒業後、農業
関連に進学

アグリビジネス専攻
（40～45％）

近年、進学割合
が増加傾向

コラムー図　NSW州における受験者数の割合とバーカー校の進学事例

資料：グラハム氏のインタビューなどを基に筆者作成
　注：農業科学やアグリビジネスを大学で専攻する割合は、12年生の履修状況を基にした推定値。
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４　労働力確保の見通し

豪州農業資源経済科学局（ABARES）は

2026年６月２日、農業生産に関する見通し

を公表した。2025/26年度の農業総産出額

は、過去最高の1038億豪ドル（11兆7875

億円）を見込むものの、26/27年度は減少

に転じる見通しであることが明らかとなった

（図16）。

コラム－写真５
スコット・グラハム氏

コラム－写真６
豪州のアグリテックマップ

27,895 

103,819 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

1995/96 2000/01 05/06 10/11 15/16 20/21 25/26

家畜・畜産物

穀物・油糧種子・豆類

園芸作物

工芸作物

（年度）

（百万豪ドル）

図16　豪州の農業総産出額の推移

資料：�Australian Bureau of Agricultural and Resource Economics （ABARES）「Agricultural Commodities 
Report」を基に筆者作成

注１：年度のデータ。2025/26年度、26/27年度は予測値。
注２：工芸作物には綿花、サトウキビなどが含まれる。
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中東情勢の影響による肥料や燃料などの資

材コスト上昇が、農業生産に圧力をかけると

予測されており、労働コストもインフレなど

の影響で上昇傾向が続くと見込まれている。

また、労働力が不足する見通しは示されてい

ないが、ABARESは、現在の統計データは

季節労働者や人材派遣労働者などの計上が

不十分であり、正確な労働力の実態把握には

限界があるとの見解を示している。加えて、

ジョブズ＆スキルズ・オーストラリア（JSA）

が公表している2035年までの職種別雇用予

測を見ると、農場経営者は大きな増加は見込

まれていないものの、農業研究者や技術者、

獣医師などの関連サービス業は大きな増加が

見込まれている（表４）。

労働力不足が直ちに生産に影響を及ぼす可

能性は高くないものの、労働力の実態把握が

不十分なことに加え、関連サービス業の需要

に対応する人材の安定的確保が求められるこ

とが、当面の課題になると考えられる。

５　おわりに

豪州が国内人材の確保に向けた施策に軸足

を移したことは新たな展開であり、その効果

や業界間の連携の在り方など、興味深い点は

多い。特に、RDCsが安定した財源である課

徴金収入を活用して教育分野への投資の拡大

を志向している点は、中長期的な取り組みが

求められる教育分野と親和性が高い。このよ

うな取り組みは、将来の人材確保だけでは

なく、消費者理解の醸成にも寄与すると考え

られる。農業労働力の安定確保は各国共通の

課題であることから、豪州の取り組みが日本

の業界にとって有益な事例となり、日本の畜

産振興の一助となれば幸いである。

渡部　卓人（JETROシドニー）

職種 2025年 2030年 2035年25年比（５年後） 25年比（10年後）
畜産経営者 78.9 76.6 ▲2.9％ 79.8 1.2％
作物経営者 33.2 32.9 ▲0.8％ 34.7 4.6％
作物・畜産複合経営者 27.6 26.8 ▲2.7％ 28.0 1.4％
機械オペレーター 16.1 16.0 ▲0.4％ 16.8 4.0％
獣医師 13.1 14.3 9.1％ 15.5 17.8％
農業科学者 9.4 10.3 8.8％ 11.1 17.5％
農業技術者 2.6 2.7 3.2％ 2.9 8.7％

表４　農業関連職種の2030年、2035年の雇用予測

資料：JSA「Employment Projections （May 2025 - May 2035）」を基に筆者作成
　注：各年５月時点の数値。

（単位：千人）


